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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内燃機関の排気管に設置され、排気の空燃比を検知するリニア空燃比センサを診断する
内燃機関の診断装置であって、
　前記診断装置は、０Ｈｚより大きく１Ｈｚ以下の空燃比変動を与える診断用信号生成手
段と、
　前記リニア空燃比センサの応答劣化とゲイン劣化とを分離して検出する手段と、を備え
、
　前記リニア空燃比センサの検出空燃比の周期と前記診断用信号生成手段により制御する
空燃比変動の周期に基づいて応答劣化と判定する診断装置。
【請求項２】
　前記リニア空燃比センサの検出空燃比の周期と前記診断用信号生成手段により制御する
空燃比変動の周期の比である応答劣化指標に基づいて前記リニア空燃比センサの応答劣化
を判定することを特徴とする請求項１記載の診断装置。
【請求項３】
　前記応答劣化指標にもとづいて前記リニア空燃比センサの応答特性を補正する請求項１
記載の制御装置。
【請求項４】
　前記制御装置は、
　空燃比を制御する制御モードと前記リニア空燃比センサを診断する診断モードとを有し
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、前記診断用信号生成手段は、前記診断モードにおいて、前記制御モードよりも低い周波
数である空燃比変動を与える請求項１又は２記載の診断装置。
【請求項５】
　前記診断用信号生成手段によるリニア空燃比センサを診断する診断モードの空燃比変動
の周波数が０.３Ｈｚ以上１Ｈｚ以下である請求項１乃至３記載の診断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は内燃機関の排気空燃比を検知するリニア空燃比センサの異常を検出する内燃機
関の診断装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　内燃機関の排気管に触媒を設置し、前記触媒の上流および下流に排気成分を検出する空
燃比センサを取り付け、前記空燃比センサの値に基づいて燃料量を補正し、触媒で排気を
効率良く浄化する排気系がある。そしてこの排気系の性能は前記触媒の浄化性能や前記空
燃比センサの性能に依存するため、これらの性能をモニタする診断装置が備えられている
。
【０００３】
　ここで前記触媒上流の空燃比センサを診断する方法の一例として、空燃比を強制的に加
振した際の上流空燃比センサ出力の応答時間をモニタする方法（例えば特許文献１）が提
案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平８－２２００５１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来の空燃比センサでは触媒の浄化効率が最も良い三元点（ストイキ）よりも濃い（リ
ッチ）か薄い（リーン）しか分からなかった。一方、リニア空燃比センサではストイキか
らどの程度リッチあるいはリーンであるかが検出でき、より精密な空燃比フィードバック
制御を実現することができる。ここで、リニア空燃比センサの主な劣化モードを２つあげ
る。一つ目の応答劣化は、センサの目詰まり等が原因で正常時よりも応答が遅れる故障で
ある。二つ目のゲイン劣化は、センサ素子の被毒や電流検知回路の異常が原因で正常時よ
りも応答が小さくなったり、逆に大きくなったりする故障である。これら応答劣化やゲイ
ン劣化は、触媒診断での誤判定や空燃比フィードバック制御の異常による排気悪化を引き
起こす要因となる。
【０００６】
　しかし、上記発明は上流空燃比センサの応答遅れの異常（応答劣化）のみを検出する診
断方法であり、特に排気空燃比をリニアに検知するリニア空燃比センサにおける検出感度
の異常（ゲイン劣化）に対しては十分な考慮をなされていない。
【０００７】
　本発明はこのような事情を鑑みなされたもので、その目的はリニア空燃比センサの応答
劣化とゲイン劣化を分離して検出する内燃機関の診断装置を開示し、かつセンサ異常時の
排気悪化や誤診断を防止することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記目的を達成すべく、リニア空燃比センサの応答異常である応答劣化と検出感度の異
常であるゲイン劣化とを分離して検出する応答劣化・ゲイン劣化検出手段を備え、リニア
空燃比センサの診断中は通常の空燃比制御よりも低い（周波数１Ｈｚ以下）空燃比変動を



(3) JP 5194147 B2 2013.5.8

10

20

30

40

50

与える診断用信号生成手段を備える。
【０００９】
　さらに、本発明は、前記診断用信号生成手段による空燃比変動を、触媒診断にも用いて
いる。
【００１０】
　さらに、本発明は、リニア空燃比センサのゲイン劣化を運転に警告する異常警告手段を
備える。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明を実施することにより、リニア空燃比センサの故障による排気悪化および誤診断
を防止できる。さらに、本発明を実施することにより、リニア空燃比センサの故障による
排気悪化や触媒診断の誤診断を防止できる。さらに、本発明を実施することにより、ゲイ
ン劣化のみが発生した場合であっても運転者に異常を警告できる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】筒内噴射内燃機関の全体構成図。
【図２】本実施形態における内燃機関の診断装置の概要。
【図３】本実施形態の原理を説明する図。
【図４】本実施形態における劣化指標の一例。
【図５】従来の診断方法の一例。
【図６】本実施形態の特徴を説明する図。
【図７】本実施形態を実現するブロック図の一例。
【図８】図７におけるタイムチャートの一例。
【図９】本実施形態による劣化検出の一例。
【図１０】センサ劣化と排気悪化の関係を示す一実験結果。
【図１１】ゲイン劣化に対してロバストな内燃機関の制御装置の概要。
【図１２】触媒診断方式の概要。
【図１３】センサ劣化と触媒診断の関係を示す一実験結果。
【図１４】応答劣化に対してロバストな内燃機関の制御装置の概要。
【図１５】燃料系異常のときＬＡＦセンサ診断を禁止するフローチャートの一例。
【図１６】本実施形態における劣化指標の別の一例。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下本発明の実施形態を、図面を参照して説明する。
【００１４】
　図１は、筒内噴射内燃機関１０７の制御システムにおける全体構成図である。シリンダ
１０７ｂに導入される吸入空気は、エアクリーナ１０２の入口部１０２ａから取り入れら
れ、内燃機関の運転状態計測手段の一つである空気流量計（エアフロセンサ）１０３を通
り、吸気流量を制御する電制スロットル弁１０５ａが収容されたスロットルボディ１０５
を通ってコレクタ１０６に入る。前記エアフロセンサ１０３からは、前記吸気流量を表す
信号が内燃機関制御装置であるコントロールユニット１１５に出力されている。
【００１５】
　また、前記スロットルボディ１０５には、電制スロットル弁１０５ａの開度を検出する
内燃機関の運転状態計測手段の一つであるスロットルセンサ１０４が取り付けられており
、その信号もコントロールユニット１１５に出力されるようになっている。
【００１６】
　前記コレクタ１０６に吸入された空気は、内燃機関１０７の各シリンダ１０７ｂに接続
された各吸気管１０１に分配された後、前記シリンダ１０７ｂの燃焼室１０７ｃに導かれ
る。
【００１７】
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　一方、ガソリン等の燃料は、燃料タンク１０８から燃料ポンプ１０９により一次加圧さ
れて燃料圧力レギュレータ１１０により一定の圧力に調圧されるとともに、高圧燃料ポン
プ１１１でより高い圧力に二次加圧されてコモンレールへ圧送される。
【００１８】
　前記高圧燃料は各シリンダ１０７ｂに設けられているインジェクタ１１２から燃焼室１
０７ｃに噴射される。該燃焼室１０７ｃに噴射された燃料は、点火コイル１１３で高電圧
化された点火信号により点火プラグ１１４で着火される。
【００１９】
　また、排気弁のカムシャフトに取り付けられたカム角センサ１１６は、カムシャフトの
位相を検出するための信号をコントロールユニット１１５に出力する。ここで、カム角セ
ンサは吸気弁側のカムシャフトの取り付けてもよい。また、内燃機関のクランクシャフト
の回転と位相を検出するためにクランク角センサ１１７をクランクシャフト軸上に設け、
その出力をコントロールユニット１１５に入力する。
【００２０】
　さらに、排気管１１９中の触媒１２０の上流に設けられた空燃比センサ１１８は、排気
ガス中の酸素を検出し、その検出信号をコントロールユニット１１５に出力する。なおこ
こでは筒内噴射内燃機関について説明したが、本発明ではこれに限らずインジェクタ１１
２を吸気ポートに取り付けたポート噴射内燃機関についても適用できる。
【実施例１】
【００２１】
　図２から図９を用いて本発明の一実施形態について説明する。
【００２２】
　図２は触媒上流のリニア空燃比センサ（ＬＡＦセンサ）の異常を検出する内燃機関の診
断装置の概要を示す。吸気ポートにインジェクタ２０３を設ける。排気管２０７に途中に
設置された触媒２０５の上流側にリニア空燃比センサ２０４を設ける。また、触媒２０５
の下流側に空燃比センサ２０６を設ける。通常のＡ／Ｆ制御（空燃比を制御する制御モー
ド時）では、周波数１Ｈｚより大きく３Ｈｚ以下の周波数で燃料増減を行っている。ここ
で、Ａ／Ｆ制御における周波数について説明する。図１中のコントロールユニット１１５
は、エンジン内部の空燃比を所定の空燃比とするために、排気管内に設置されたリニア空
燃比センサにより排気管内の空燃比を検出し、検出された空燃比に基づいて、インジェク
タから供給される燃料量を調整する。このときのインジェクタから供給される燃料量増減
の周波数がＡ／Ｆ制御における周波数である。
【００２３】
　本実施形態の診断装置は診断用信号生成手段Ｂ２０１により１Ｈｚ以下の微量な燃料増
減を行っているとき（診断モード）の排気空燃比をリニア空燃比センサにより検出し、応
答劣化・ゲイン劣化検出手段Ｂ２０２により応答劣化およびゲイン劣化を分離して検出す
る内燃機関の診断装置を示している。好ましくは、診断モードである低周波範囲は排気悪
化，運転性を考慮し、０.３Ｈｚ以上であることが望ましい。
【００２４】
　次に本実施形態の診断原理を説明する。図３はリニア空燃比センサのゲイン特性および
位相特性を示す。リニア空燃比センサに関して、それぞれＡは正常時、Ａ′は応答劣化時
、Ａ″はゲイン劣化時のゲイン特性を示し、また、それぞれＢは正常時、Ｂ′は応答劣化
時、Ｂ″はゲイン劣化時の位相特性を示している。つまり、応答劣化とはゲインが正常時
よりも図の左（低周波数側）にシフトし（Ａ→Ａ′）、位相が正常よりも遅れる（Ｂ→Ｂ
′）現象のことである。一方、ゲイン劣化とはゲイン特性が正常時よりも下（低ゲイン側
）にシフトする（Ａ→Ａ″）現象である。ゲイン劣化では位相が変化しない（ＢとＢ″）
。ここで通常のＡ／Ｆ制御の周波数（１Ｈｚより大きく３Ｈｚ以下）を用いて劣化検出を
行うと、応答劣化とゲイン劣化の両方でゲインが変化するため正常と劣化の識別は可能で
あるが、応答劣化であるかゲイン劣化であるかの識別が非常に困難である（図３のａ）。
しかし、低周波数範囲ｃ（例えば１Ｈｚ以下）ではゲイン劣化時のみゲインが低下し、応
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答劣化時のみ位相が遅れる。そこで、ゲイン劣化の検出ではゲイン範囲ｃ′に着目し、応
答劣化の検出では位相範囲ｃ″に着目することで、応答劣化とゲイン劣化を容易に分離し
て検出できる。
【００２５】
　図４は図３の原理に基づいた劣化指標の一例を示す。図２に示した診断用信号生成手段
により空燃比を低周波数範囲で周期的に振動させる。この場合、応答劣化では生成手段が
与えようとした空燃比（目標空燃比）の周期よりもセンサが検出した空燃比（検出空燃比
）の周期の方が位相遅れのために長くなる。一方、ゲイン劣化でゲインが低下する場合は
、目標空燃比の振幅に対して検出空燃比の振幅がゲイン低下のために小さくなる。従って
応答劣化指標として検出空燃比周期と目標空燃比周期の比（応答劣化指標＝検出空燃比の
周期／目標空燃比の周期）を用いる。また、ゲイン劣化指標として検出空燃比振幅のピー
クと目標空燃比振幅のピークの比（ゲイン劣化指標＝検出空燃比振幅のピーク／目標空燃
比振幅のピ－ク）を用いる。これら２つの指標を用いることにより、応答劣化とゲイン劣
化をそれぞれの劣化度合いに応じて容易に分離して診断できる。
【００２６】
　次に図５，図６を用いて従来の空燃比センサ（Ｏ2センサ）診断と本実施形態のリニア
空燃比センサ診断の比較を行う。従来の空燃比センサ診断ではＯ2センサを診断対象とし
ていたため、劣化検出対象は応答劣化のみであった。例えば、図５に示すように、横軸を
図２に記載の診断用生成信号Ｂ２０１のよって生成される排気空燃比（入力信号）の周波
数とし、縦軸を排気管に設置されたセンサが実際に検出するセンサ検出周期（周期）とす
る。横軸である診断用生成信号Ｂ２０１によって生成される排気空燃比（入力信号）の周
波数に対して、縦軸の排気管に設置されたセンサが実際に検出するセンサ検出周期（周期
）がある所定値以上であればセンサの応答劣化であると判断する。しかし、従来の方法で
はゲイン劣化の検出は正常時と周期がかわらず困難であった。また一方で従来の方法でも
ゲイン特性から劣化を検出する方法もあり、例えば制御周波数（１Ｈｚより大きく３Ｈｚ
以下）におけるゲイン特性の低下から劣化を検出する方法がある。しかし、この方法では
、図６に示すように、センサが正常であるにもかかわらずゲイン劣化であると判定してし
まう可能性がある。ｂは、わずかな応答劣化が生じているが、センサとしては正常の範囲
内である。ａは応答劣化は全く生じていないが、ゲイン劣化が顕著に生じており、センサ
としては異常の範囲である。従って、ゲイン劣化のみであるａとセンサが正常であるｂと
の交点Ｄがある範囲では、正しくゲイン劣化を検出できない。このようなゲイン劣化を検
出するためには低周波数（１Ｈｚ以下）の入力信号が必要であり、本実施形態では低周波
数応答のゲイン特性に着目することで従来の方法では検出できなかったゲイン劣化を検出
することができるようになる。
【００２７】
　図７は本発明を実現するブロック図の一例である。図７のゲイン劣化判定においてはＲ
ＡＢＦ（実空燃比）をＢ７０１でハイパスフィルタ（ＨＰＦ）に通し、直流分やドリフト
分を除去する。次にＢ７０２で絶対値に変換し、Ｂ７０３で最大値検索をして検出空燃比
のピークを演算する。そしてＢ７０４の正規化処理で図４に示したゲイン劣化指標を演算
し、Ｂ７０５で平均処理によりノイズ除去をして、Ｂ７０６でＢ７０５から出力された平
均ゲイン劣化指標が所定範囲外にあるときにゲイン劣化と判定し、ゲイン劣化判定フラグ
を立てる。一方応答劣化判定ではＢ７０１のハイパスフィルタ出力をＢ７０７のゼロクロ
ス検出でゼロクロス検出を行い、Ｂ７０８の周期演算でゼロクロス検出周期を演算し、Ｂ
７０９の正規化処理で図４に示した応答劣化指標を演算し、Ｂ７１０で平均処理によりノ
イズ除去をしてＢ７１１でＢ７１０から出力された平均応答劣化指標が所定値よりも大き
ければ応答劣化と判定し、応答劣化判定フラグを立てる。
【００２８】
　図８は図７におけるタイムチャートの一例であり、フィルタ出力のゼロクロスを検出し
、これをトリガとして最大値および周期を演算している様子を示す。この例では１周期で
２回の劣化指標演算を実施できるため、より短い時間で劣化検出が可能である。
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【００２９】
　図９は、実際に様々な車速で図７に示したブロック図によりリニア空燃比センサの劣化
を検知したときの一例である。図９の上段は、ゲイン劣化または応答劣化がある時のゲイ
ン劣化指標を示している。一方、下段はゲイン劣化または応答劣化がある時の応答劣化指
標を示している。図９の左側図面の横軸であるゲイン劣化が１００％である場合、リニア
空燃比センサのゲイン劣化がないことを示し、右側図面の横軸である応答劣化が１００ｍ
ｓ程度の場合、リニア空燃比センサの応答劣化がないことを示している。この結果から仮
にゲイン劣化判定の判定基準を０.７～１.３とした場合５０％以下あるいは１５０％以上
のゲイン劣化をゲイン劣化として検出できる。同様に応答劣化判定の判定基準を１.３と
すると３００ｍｓ以上の応答劣化を応答劣化として検出できる。ここで、応答劣化指標は
応答劣化が大きくなるほど増加するがゲイン劣化に対しては感度がないこと、ゲイン劣化
指標はゲイン劣化に応じて増減するが応答劣化に関して感度がないことが確認できる。
【００３０】
　次に図１０において、センサ劣化と排気悪化の関係を示す一実験結果を示す。図１０は
リニア空燃比センサによる空燃比フィードバック制御中にリッチあるいはリーンのステッ
プ外乱を与えた際の排気悪化代を示す。このとき、排気管に設置された触媒は正常である
。左側の２つの図がゲイン劣化時、一方、右側の２つ図が応答劣化時の結果である。応答
劣化はステップ外乱に対して感度がないのに対して、ゲイン劣化ではステップ外乱に対し
てＨＣが３倍、ＮＯｘが２倍悪化した。これはリニア空燃比センサによるフィードバック
制御は偏差をもとに制御しており、ゲイン劣化により偏差が実際とは異なっているため排
気が悪化したと考えられる。しかし、触媒は正常であるので、この排気悪化はセンサのゲ
イン劣化により引き起こされたものである。そこで、これらの劣化度合いに応じてセンサ
出力を補正すればゲイン劣化による排気悪化を防止できる。
【００３１】
　次に、図１１にセンサ補正によりゲイン劣化による排気悪化を防止するシステムの一例
を示す。従来のシステムでは空燃比センサの出力を直接空燃比補正手段Ｂ１１０３に用い
ることで排気空燃比を補正しているが、図１１のセンサ劣化検出手段Ｂ１１０１によりゲ
イン劣化度合いを検出し、センサ出力補正手段Ｂ１１０２により空燃比センサの出力をゲ
イン劣化度合いに応じて補正する。例えばゲイン劣化指標が正常値から半分になった場合
、検出した空燃比の出力を倍にすれば正常時と同様な排気性能が実現できる。このように
ゲイン劣化指標をもちいてセンサ出力を補正することで、ゲイン劣化が発生しても排気の
悪化を防止するセンサ劣化に対してロバストなシステムを構築できる。また、センサ劣化
検出手段Ｂ１１０１によって検出したゲイン劣化に基づいて、警告灯Ｂ１１０６を点灯さ
せ、運転者へ異常を通知する。ここで、警告灯は例えば、トラブルコードの出力やミルの
点灯させること等が含まれる。また、音声を用いて運転者に告知しても良い。これらによ
り、検出感度の異常であるゲイン劣化のみが発生している場合であっても、その劣化を運
転者へ警告することが可能となる。
【実施例２】
【００３２】
　次に図１２から図１４を用いて本発明の別の実施形態を説明する。
【００３３】
　図１２は触媒診断方式の一例を示す。本方式は、リッチリーン反転手段（Ｂ１２０２）
に基づいて診断用生成手段（Ｂ１２０３）によりインジェクタから噴射する燃料を増減さ
せることでセンサの異常を分離して検出する手段を備えるとともに、このときの上流リニ
ア空燃比センサおよび下流空燃比センサの出力から触媒劣化を検出する触媒劣化検出手段
（Ｂ１２０１）を備えるものである。なお触媒劣化検出手段（Ｂ１２０１）の触媒劣化指
標としては、例えば上流下流センサの軌跡長の比，反転周期の比，反転回数の比，相関な
どを用いることができる。
【００３４】
　図１３は図１２に示した触媒診断方式においてセンサが劣化したときの触媒劣化指標を
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実験により求めた結果を示す。本実験では劣化指標として相関を用い、相関が大きいほど
触媒が劣化していることを表す。これは、触媒が劣化すると触媒の酸素吸着能力の低下に
より下流空燃比センサ出力の振れが大きくなり、この振れと上流空燃比センサ出力の振れ
との相関が大きくなることに基づいている。すべての実験において同じ正常触媒を用いた
。ゲイン劣化に対しては触媒劣化指標（相関）の感度はないが、応答劣化では応答劣化度
合いが大きくなるほど劣化指標（相関）が大きくなっている。そのため、正常触媒におい
ても応答劣化によって触媒劣化と誤判定されてしまう場合がある。これは応答劣化により
リッチリーン反転の周期が長くなり、正常触媒の酸素吸着能力を超える長い周期で空燃比
を制御したためである。このときも応答劣化度合いに応じてセンサ出力を補正することで
誤診断を防止できる。
【００３５】
　図１４にセンサの補正により触媒の誤判定を防止するシステムの一例を示す。図１１と
同様なものは説明を省略する。Ｂ１４０１のセンサ劣化検出手段により応答劣化指標を演
算して応答劣化度合いを求め、Ｂ１４０２のセンサ出力補正手段によって応答劣化指標に
応じてセンサ出力を補正する。例えば、正常なセンサに対して、応答が１００ｍｓ遅れた
ならば、位相進み補償により１００ｍｓ応答を進めればよい。このようにして補正したセ
ンサ出力と下流空燃比センサの出力を用いてＢ１４０３の触媒劣化検出手段により触媒劣
化指標を演算することにより応答劣化に対してロバストな触媒劣化が実現できる。
【００３６】
　なお図１２に示した触媒診断方式において、Ｂ１２０３の診断用信号生成手段において
１Ｈｚ以下の空燃比変動を生成すれば触媒診断だけでなくリニア空燃比センサの診断も実
施できるため、診断時間の短縮および排気低減が実現できる。
【実施例３】
【００３７】
　次に図１５を用いて本発明の別の実施形態について説明する。
【００３８】
　図１５は燃料系の異常が検知されたときにＬＡＦセンサ診断を禁止するフローチャート
である。ステップＳ１５０１においては燃料系に異常がないかを判定する。ここでは例え
ば空燃比フィードバック補正係数が、所定時間の間、その上限あるいは下限値となること
、またはアイドル時のアクセル開度フィードバック補正係数が、所定時間の間、その上限
あるいは下限値となることによって燃料系の異常を判断すれば良い。ステップＳ１５０２
において燃料系に異常があるか否かを判定し、異常がある場合はステップＳ１５０３に進
みＬＡＦ診断禁止フラグを１にする。そしてステップＳ１５０４ではＬＡＦ診断禁止フラ
グが１であるか否かを判定し、ＬＡＦ診断禁止フラグが１であればそのまま処理を終了す
る。ＬＡＦ診断禁止フラグが１でなければステップＳ１５０５に進み、例えば実施例１で
説明したようなＬＡＦセンサ診断を実施する。本発明によれば燃料系異常のときにはＬＡ
Ｆセンサ診断を禁止することにより燃料系異常によるＬＡＦセンサ診断の誤診断を防止で
きる。
【００３９】
　また以上の説明においては図４に示すような周期的な信号をＬＡＦセンサの診断に用い
ていたが、本発明は周期的信号だけではなく図１６のようなステップ応答でも適用できる
。すなわちオープンループで目標空燃比をステップ状に変化させたときの検出空燃比にお
いて、応答劣化指標を検出空燃比の時定数、ゲイン劣化指標をステップ変化後の目標空燃
比と検出空燃比の平均としても応答劣化とゲイン劣化を分離して検出できる。
【符号の説明】
【００４０】
　１０１…吸気管、１０２…エアクリーナ、１０３…エアフロセンサ、１０４…スロット
ルセンサ、１０５…スロットルボディ、１０６…コレクタ、１０７…筒内噴射内燃機関、
１０９…燃料ポンプ、１１１…高圧燃料ポンプ、１１２…インジェクタ、１１３…点火コ
イル、１１４…点火プラグ、１１５…コントロールユニット、１１６…カム角センサ、１
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１７…クランク角センサ、１１８…空燃比センサ。
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